





















































1 地方自治法第 244 条の 2 第 3 項
2 地方自治法第 244 条
3 総務省自治行政局長通知、総行行第 87 号「地方自治法の一部を改正する法


























































都道府県 指定都市 市区町村 合計
平成19年 7,083 5,540 48,942 61,565
平成21年 6,882 6,327 56,813 70,022

























地区センター 80 78 2 16 64
コミュニティハウス 32 32 0 0 32
集会所 5 5 0 0 5
スポーツ会館 11 11 0 2 9
公会堂 13 12 1 8 5
スポーツセンター 18 3 15 2 16
老人福祉センター 18 12 6 0 18
福祉保健活動拠点 18 18 0 0 18
地域ケアプラザ 123 106 17 0 123
こどもログハウス 18 18 0 1 17




21 14 7 6 15
スポーツ施設（横浜国際プール・
横浜文化体育館　他）
3 0 3 0 3
福祉・医療施設（地域療育センタ ・ー
障害者施設・保育園　他）
40 24 16 1 39
公園・動物園等（よこはま動物園・
新横浜公園　他）
89 72 17 50 39
博物館・青少年施設（開港資料館・
こども科学館　他）
14 1 13 0 14
港湾関連施設（海づり施設・日本
丸メモリアルパーク　他）
98 18 80 91 7
市営住宅 287 237 50 126 161
市庁舎・区庁舎駐車場 17 17 0 17 0
その他施設（技能文化会館・男女
共同参画センター　他）
8 3 5 2 6
専門施設　計 577 386 191 293 284
合計 913 681 232 322 591
※1：民間事業者等…	民間事業者、NPO法人以外にも、区社会福祉協議会、公益法人、一般社団・
財団法人の他、		区民利用施設協会などの任意団体等を含む。





区民利用施設 市民利用施設 その他施設 合計
平成21年 315 178 420 913
平成22年 320 197 421 938
平成23年 326 196 370 892
平成24年 338 198 370 906
平成26年 348 201 364 913












株式会社 財団法人/社団法人など 地方公共団体 公共的団体 NPO法人 その他
平成19年 11.0 36.2 0.5 45.0 1.7 5.6
平成21年 14.8 27.5 0.6 42.6 3.3 11.1













民間事業者等 本市外郭団体 株式会社 その他
平成18年 57.7 42.3
平成21年 75.2 24.8
平成23年 72.6 27.4 34.1 65.9





















10 横浜市（2014）「横浜市指定管理者第三者評価制度評価マニュアル（第 8 版）」










11 横浜市（2014）「指定管理者指定済み施設（平成 26 年 4 月 1 日現在）」をも
とに筆者作成


































区分 都道府県 指定都市 市区町村 合計
1年 0.4 1.4 1.0 1.0
2年 20.5 1.5 1.8 3.6
3年 22.6 13.3 23.5 22.3
4年 7.7 36.6 7.0 10.1
5年 47.8 43.2 58.6 56.0
6年 0.1 1.7 0.4 0.5
7年 0.1 0.1 0.2 0.2
8年 0.1 0.1 0.4 0.3
9年 0.0 0.2 0.4 0.3
10年以上 0.7 1.9 6.9 5.8


















平成21年 平成24年 平成21年 平成24年
費用対効果*サービス水準の検証の結果 80 17 11.9 2.0
指定管理者の経営困難等(指定返上) 253 133 37.6 16.0
指定管理者の合併解散等 164 263 24.4 31.6
施設の見直し 173 382 25.7 46.0
手続き上の理由，その他 2 36 0.3 4.3






平成21年 平成24年 平成21年 平成24年
直営(業務委託含む) 155 122 23.1 14.7
休止・統合・廃止(民間等への譲渡貸与を含む) 195 410 29.0 49.3
再指定(直営ののち再指定を含む) 322 299 47.9 36.0












平成21年 平成24年 平成21年 平成24年
費用対効果*サービス水準の検証の結果 283 370 19.9 24.1
指定管理者の経営困難等(指定返上) 34 22 2.4 1.4
指定管理者の合併解散等 8 42 0.6 2.7
施設の見直し 1050 1025 73.9 66.9
手続き上の理由，その他 45 74 3.2 4.8





平成21年 平成24年 平成21年 平成24年
直営(業務委託含む) 415 505 29.2 32.9
休止・統合・廃止（民間等への譲渡貸与を含む） 417 694 29.4 45.3
再指定(直営ののち再指定を含む) 0 38 0.0 2.5
公営住宅法に基づく管理代行制度による管理 588 296 41.4 19.3






























平成19年 29.1 61.6 9.3
平成21年 40.0 52.2 7.8






変更あり 変更なし 公募件数 変更あり 変更なし 合計 公募件数
平成19年 22.0 78.0 29.1 13,564 48,001 61,565 17,913
平成21年 27.6 72.4 40.0 19,332 50,690 70,022 27,992















変更あり 変更なし 応募1団体 変更あり 変更なし 1期目など 応募1団体
平成23年 43.2 50.4 32.6 385 450 57 291











地区センター 80 14 66 16 0
コミュニティハウス 32 1 25 15 6
集会所 5 1 4 4 0
スポーツ会館 11 3 8 8 0
公会堂 13 2 0 0 11
スポーツセンター 18 4 14 0 0
老人福祉センター 18 1 17 14 0
福祉保健活動拠点 18 0 18 18 0
地域ケアプラザ 123 0 112 108 11
こどもログハウス 18 1 17 12 0
区民利用施設　計 336 27 281 195 28
専門施設
文化施設（横浜美術館・区民文化センター 他） 21 4 13 12 4
スポ ツー施設（横浜国際プール・横浜文化体育館　他） 3 2 1 0 0
福祉・医療施設（地域療育センター ・障害者施設・保育園　他） 40 2 33 30 5
公園・動物園等（よこはま動物園・新横浜公園　他） 89 29 56 32 4
博物館・青少年施設（開港資料館・こども科学館　他） 14 1 13 9 0
港湾関連施設（海づり施設・日本丸メモリアルパーク　他） 98 8 89 79 1
市営住宅 287 152 135 62 0
市庁舎・区庁舎駐車場 17 0 0 0 17
その他施設（技能文化会館・男女共同参画センター 　他） 8 1 6 5 1
専門施設　計 577 199 346 229 32
合計 913 226 627 424 60
　　
22 横浜市（2011,2014）「指定管理者指定済み施設」をもとに筆者作成
































































































































30 横浜市（2014）「指定管理者制度運用ガイドライン（第 6 版）」
31 横浜市共創推進事業本部（2009）「指定管理者制度及び第三者評価制度の概要」



















34 横浜市（2014）「指定管理者制度運用ガイドライン（第 6 版）」







機関名 所在地 評価員 評価補助員 合計
(株)フィールズ 藤沢市 29 10 39
東京海上日動ファシリティーズ(株) 川崎市幸区 5 6 11
経営創研(株) 東京都墨田区 15 5 20
ナルク神奈川　福祉サービス第三者評価事業部 横浜市西区 19 5 24
横浜市立大学CSRセンター LLP 横浜市金沢区 6 4 10
NPOリブグリーン 静岡県沼津市 4 3 7
(株)学研データサービス 東京都品川区 3 1 4
NPO市民セクターよこはま 横浜市中区 3 1 4
スポーツインテリジェンスLLP 足柄郡湯河原町 2 0 2
横浜市民サービス評価研究所　(株)ソートフル 横浜市都筑区 6 0 6
(株)コモンズ2１研究所 横浜市磯子区 3 2 5
総合システム研究所(株) 東京都港区 4 2 6
(株)第三者評価 大阪市 2 4 6
(社)けいしん神奈川 横浜市中区 7 5 12
(株)日本経済研究所 東京都千代田区 6 0 6
NPO　ACOBA 横浜市中区 3 4 7
(株)中央総合研究所 東京都中央区 9 0 9
NPOアールあいビルアセスメント 横浜市中区 4 2 6
（株）ブレインファーム 東京都港区 5 0 5
合同会社　評価市民ネクスト 横浜市中区 3 0 3
YICコンサルティング（株） 埼玉県さいたま市 3 3 6
NPOよこはま地域福祉研究センター 横浜市中区 5 2 7













































































































































44 横浜市協創推進課作成資料（平成 18 年〜平成 21 年）および各施設の第三者



















45 横浜市協創推進課作成資料（平成 18 年〜平成 21 年）および各施設の第三者













46 横浜市協創推進課作成資料（平成 18 年〜平成 21 年）および各施設の第三者















































50 横浜市区民利用施設第三者評価報告書（平成 22 年〜平成 25 年）より筆者作成
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藤﨑　指定管理者制度の現状と課題 －横浜市の事例分析を中心に－
３－３．指定管理者評価の課題
　指定管理者制度において、指定管理者のPDCAサイクルの改善に資する
情報提供機会となる指定管理者評価の役割期待は大きい。横浜市において
も、施設態様に合わせた外部評価を実施しているが、このうち特に300を
超える区民利用施設を対象とした第三者評価制度においては、以下の点で
問題がある。
　まず、評価報告書が指定管理者の自己評価を対照する形で構成されてい
る。これらの自己評価が独立した第三者の立場で実施する外部評価に影響
を及ぼす可能性がある。また、評価機関により評価傾向に差が見られる。
このことは、指定管理者が、自らの意向に沿った評価をおこなう評価機関
の選定をおこなう動機になりかねない。これらの問題点を解決するには、
評価機関を認定している横浜市が評価年度終了ごとに評価内容を精査する
のみならず、評価機関も研修会を自発的に実施することが望まれる。
　さらに、外部評価報告書の開示については、現在は指定管理者および設
置者に任されているため、開示範囲や開示期間もまちまちであるが、指定
管理者制度運用上、外部評価報告書を明瞭かつ比較可能な形で利用者や市
民に開示することはきわめて重要であることから、制度運用をつかさどる
共創推進室による外部評価報告書開示閲覧システムの整備が不可欠である。
４．指定管理者制度の展望
　導入からわずか10年で70,000を超える施設に指定管理者制度が普及し
たのは、施設の設置者である行政において、指定管理者制度が「住民サー
ビスの向上を図るとともに、経費の節減等を図る」ことができる点に注目
されたからである。他方で、指定管理期間に定めがあることにより指定管
理者は長期的な施設運営が阻害されるのみならず、次期の指定管理者に選
定されるか否かが不確定な以上、指定管理者本体の運営も極めて短期的な
意思決定を余儀なくされる。また、施設利用者も、従前受けられてきたサー
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ビスが指定管理者の変更により無くなることを危惧する傾向がある。指定
管理者制度の導入施設数は増加傾向にあるが、株式会社の割合は40％に
満たない。また、選定において従前の指定管理者が変更にならないケース
が半数を超え、実質無競争（公募なし、応募1団体）もそのうちの70％近
くにのぼる。
　こうしたことから、横浜市における指定管理者の選定においては、指定
管理者が変更になる事例はほとんど見られない。また、株式会社および株
式会社共同体が指定管理者に選定される事例も10％しかなく、制度の趣
旨である「民間事業者の活力」を十分に活かしきれていない現状が見て取
れる。さらに、横浜市の調査からは、同一施設であっても所管の相違によ
り、指定管理者の属性や選定における競争状況に差異が生じていることが
判明した。
　第三者評価については、制度導入・変更時に指定管理者と評価機関との
間の評価の相違が大きくなるが、評価事例が増えることで、自己評価と第
三者評価との間の乖離が縮小する傾向が見られる。
　また、平成18年度〜平成21年度における横浜市における指定管理者第
三者評価では、当初ABC評価方式が導入されていたため、指定管理者の
自己評価に対して同一の評価をつけ、本来、指定管理者への気づきを与え
るはずの特記事項がほとんど記入がなされていない報告書を提出する評価
機関が確認された。さらに、横浜市では報告書をホームページ上で公表し、
A評価を受けた施設を「優良施設」と認定したことにより、評価を目的化
したと思われてやむを得ない状況が生まれ、必然的に、指定管理者も評価
機関選定時に評価を下げる傾向のある評価機関を避け、評価を変更しない
（もしくは上げる）、指定管理者の意向を汲む傾向が強い評価機関への評価
依頼が集中するなどし、制度趣旨が形骸化した。このような第三者評価が
ランクづけのように捉えられてしまうという問題を解決するため、平成22
年度以降の評価では、協定書での要求水準に合致しているか否かとする
YES/NO方式へと変更した。このことにより、第三者評価の本来の目的
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である、指定管理者に対し「気づき」のきっかけを与えることが可能となっ
た。他方、評価施設により評価傾向が異なるものがあり、その原因を分析
する必要がある。また、評価機関別の評価傾向からは、第三者評価の制度
理解や実施方針が評価機関間で統一されていない可能性が示唆された。
　本報告では、横浜市における指定管理者制度適用施設のマネジメントシ
ステムの現状を ｢選定・指定｣ および「第三者評価」の視点から考察した
が、施設管理運営を担う指定管理者の分析は行っていない。今後、指定管
理者のPDCAサイクルについての調査分析を進め、管理会計の適用可能性
について検証していく。また、区民利用施設と目的を異にする専門施設に
おける指定管理者制度については機会を改めて分析を行う。
　今後、公の施設における指定管理者制度では、指定管理者のマネジメン
ト能力が重要となる。とりわけ、高度経済成長期に一斉に建設がおこなわ
れた公の施設では、近い将来、建物そのものが寿命を迎えるものも多く、
これまでのように小破修繕については指定管理者負担、その他の修繕や改
修については行政負担といった費用分担方式では限界が出てくる。横浜市
においても、平成26年6月に「公共建築物マネジメントの考え方」を策定
し、修繕に伴う財政負担を減らすため、指定管理者に修繕や改修に関わる
費用負担を求める一方で、これらの費用を回収しやすくするよう、指定管
理期間の延長や収益事業の要件緩和などを含めた新たは指定管理者制度の
フレームワークを導入した。この変更により、より施設稼働率を上げられ
るような規定の改正や指定管理期間の延長（5年から10年へ）も合わせて
検討されることとなる。
　したがって、今後、指定管理者にはこれまでのような施設の定型的な管
理運営業務に秀でるのみならず、大規模な資金を要する設備投資計画を策
定・実行できるマネジメント能力をいかに獲得するかが重要となる。それ
ゆえ、指定管理者はすべからく長期的視座に立った戦略思考をマネジメン
トシステムに組み込むことが不可欠になり、管理会計の貢献が一層期待さ
れる。
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